裁判員裁判　実刑判決２５件

『求刑八掛け』変わらず

３０件集計　呼び出し候補９０％出席

　八月から始まった裁判員裁判は三十件（被告は各一人）を終え、うち実刑判決二十五件は「求刑の八掛け」といわれる従来の裁判官だけの裁判の“量刑相場”と変わらないことが十七日、共同通信の集計で分かった。被告側が判決に込められた裁判員の意思を受け止めるなどとして確定した判決も多いが、六被告が判決を不服として控訴している。

　また三十件で呼び出された裁判員候補者は千二百人を超え、平均出席率は９０％に上る一方、辞退を認められなかった人は二十二人にとどまっている。

　集計によると、これまでの裁判員裁判で無罪を主張したケースはなく、三十件はすべて有罪。

　最も重い判決は和歌山地裁の強盗殺人事件の無期懲役。検察側の求刑通りで、被害者の遺族は死刑を求めていた。

　有期懲役の実刑判決は二十四件で懲役四年六月～十九年（罰金、追徴を除く）の幅がある。うち求刑通りは青森地裁の強盗強姦（ごうかん）事件（懲役十五年）と福島地裁の現住建造物等放火事件（懲役八年）。

　求刑通りの三件を除く実刑判決とそれぞれの求刑を比較すると、量刑は求刑の５０～９４％。求刑通りの三件を含めた全体の平均は８０％、「八掛け」になっている。

　執行猶予判決は神戸、山口、千葉、横浜、秋田各地裁の殺人未遂、強盗致傷など五件で、いずれも保護観察が付いた。更生を願い、定期的に保護司らの指導を受けさせようとしたとみられる。
裁判員裁判　平均『求刑８掛け』

９０％以上２０人半分以下６人

実刑１１０人　実態ばらつく

　年内の裁判員裁判で実刑を言い渡された被告百十人の判決と検察側求刑を比べると、平均７９％で、従来の“相場”とされる「求刑の八掛け」だが、９０％以上二十人、半分以下六人と、ばらつきが大きいことが、共同通信の集計で分かった。一方、地裁職員が裁判員経験者の記者会見で質問に介入するなどしたケースは二十一件に上り、大きな課題となっている。＝関連＜２３＞面

　年内の裁判員裁判は十八日終了。同日までの集計によると、判決は五十地裁（八支部含む）で計百三十八件（被告百四十二人、全員有罪）あり、実刑は（１）無期懲役一人（２）懲役十五年以上十二人（３）十年以上十五年未満八人（４）五年以上十年未満七十二人（５）五年以上十年以下の不定期刑一人（少年被告）（６）五年未満十六人。

　求刑との比較割合は和歌山地裁の強盗殺人事件など求刑通り（１００％）七人、９９～９０％十三人、８９～８０％四十一人、７９～７０％二十五人、６９～６０％十八人。

　また求刑の半分（５０％）が五人（松山地裁の傷害致死や鳥取地裁の強盗致傷事件など）おり、求刑と最も差があったのは佐賀地裁の殺人事件の３８％。最も多い割合は７５％で、十一人だった。

　判決を不服として控訴した被告は少なくとも二十八人。検察側の控訴ケースはない。

　従来の裁判官だけの裁判で実刑判決は求刑の８０～７０％に集中し、割合比較は平均が同様でも分布は大きく異なっている。

　裁判員・補充裁判員経験者は判決後、７４％の計八百四人が会見に参加。さいたま、仙台など十七地裁（二支部含む）の職員が記者の「自分の意見は判決にどれくらい反映されたと思うか」「報道の影響はあったか」などの質問を制止したり、経験者の「わたしの見解は弁護側に近かった」や「量刑は話し合いの結果で妥当だと思う」などの回答に報道自粛を求めるなどした。

　　

裁判員裁判の量刑　　裁判官だけによる従来の裁判に比べ、殺人や性犯罪で重くなる傾向がある。裁判員裁判（今年３月末まで）と裁判官裁判（今年３月末まで２年間）の量刑を罪名別に比べた最高裁の調査結果によると、殺人罪の量刑分布のピークは裁判官裁判では懲役９年超１１年以下だが、裁判員裁判は懲役１５年超１７年以下。強姦致傷罪で懲役５年以下の割合は裁判官裁判で４７％を占めたが、裁判員裁判では２６％にすぎない。
裁判員『猶予』　被告に実刑

更生の見極め課題に

裁判官　『初公判の言葉忘れず』

　「更生は可能」。そんな裁判員たちの期待と裏腹に、再び罪に問われた被告を、今度は、裁判官の単独審がどう裁くのか－が注目された判決。放火罪に問われた昨秋の裁判員裁判で執行猶予判決を言い渡されながら、保護観察中に行方をくらまし、窃盗罪で起訴された無職大場達也被告（２１）に二日、横浜地裁川崎支部の阿部浩巳裁判官は懲役一年二月（求刑懲役二年六月）を言い渡し、裁判員が決めた執行猶予を取り消した。被告が更生する可能性を素人の裁判員に見極められるのか、裁判員制度に重い課題が突きつけられた。 

　「社会内での更生の機会を与えられながら、生かすことなく短期間で再犯に及んだ」。阿部裁判官の判決文朗読が廷内に響くと、茶髪に黒いジャンパー姿の大場被告は、うつむき加減で耳をそばだてた。 

　「あなたは初公判で『裁判員に申し訳ない』と述べた。その気持ちを忘れないでほしい」。判決を言い渡した後、阿部裁判官は、こう説き「裁判員は今も、立ち直ってほしいと考えていると思う」と声をかけた。「はい」。大場被告は小声で答えた。 

　現住建造物等放火罪に問われた昨年十月の裁判員裁判。裁判員たちは起訴罪名よりも刑が軽くなる建造物等以外放火罪を適用し、懲役三年、保護観察付き執行猶予五年の判決が言い渡された。これとは別に住居侵入罪などに問われた事件も昨年五月、川崎簡裁から執行猶予判決（懲役二年、執行猶予三年）を言い渡されていた。 

　大場被告と検察側が控訴せず、二日の判決が確定すれば、二つの事件の執行猶予は取り消される。大場被告の弁護人の小川克介弁護士は、その場合、三つの裁判で、合計懲役六年二月の実刑となるとした上で「控訴しないつもりだが、被告と話し合って決めたい」。二日の判決については「判決は求刑の半分以下で、同種の事件よりも軽く感じられる。裁判官も被告人の更生に期待してくれたのだろう」と推し量った。 

　判決によると、大場被告は昨年十一月、就職予定の川崎市内の建設会社社員寮で三万三千円を盗むなど、二件で計八万三千円を盗んだ。（堀祐太郎）

初の求刑上回る判決

さいたま地裁わいせつ致傷　『再犯可能性高い』

　女性にわいせつな行為をしてけがを負わせたとして、強制わいせつ致傷罪に問われた食品加工工場従業員高橋大輔被告（３４）の裁判員裁判で、さいたま地裁は十九日、懲役八年（求刑懲役七年）を言い渡した。裁判員裁判で、判決が検察側の求刑を上回る量刑は初めてとみられる。 

　伝田喜久裁判長は判決理由で、同種犯罪の前科が四件あることに言及し「常習性が顕著で、再犯の可能性は非常に高い」と指摘。「二度とやらない」とする被告の反省態度について「（過去の裁判でも）同じことを言っており、社会復帰後に言葉通り行動するか心もとない」とした。 

　判決後の記者会見に応じた裁判員を務めた四十代の男性は「全員で話し合って出した結論がたまたま求刑を上回っただけ。あまり意識はしなかった」と述べた。 

　さいたま地検の長崎誠・次席検事は「裁判員の真摯（しんし）な判断の結果を尊重したい」とコメント。高橋被告の弁護人は取材に「重すぎる判決で残念。控訴については今後検討する」と話した。 

　判決によると、高橋被告は昨年十月一日夜、さいたま市南区の路上で、自転車で走行中の女性を押し倒し、下半身を触るなどして女性のひじに軽傷を負わせた。 

　これまでの性犯罪の裁判員裁判では、求刑通りの判決が出るなど厳罰化の傾向が指摘されている。

制度開始１年　性犯罪で厳罰傾向

　裁判員制度が施行されてから二十一日で一年。共同通信の集計では、二十日までに裁判員裁判が全国で五百六件実施され、三千七十人が裁判員を経験した。判決は保護観察付き執行猶予が増えたほか、性犯罪の刑が重くなり、十九日には、検察側求刑を上回るケースも出た。裁判員・補充裁判員経験者は厳しい守秘義務が課される中で、判決後の記者会見に５７％が参加し、感想を述べている。＝関連＜２８＞面 

　最高検が二十日公表した集計によると裁判員裁判で判決を言い渡された被告は同日までに五百三十人。全員有罪で、（１）無期懲役八人（２）有期懲役実刑四百二十九人（３）同執行猶予九十三人（うち保護観察付きは五十三人、５７％）。保護観察付きは、裁判官だけの裁判では３７％（裁判員対象事件）で、最高検は「裁判員は被告の更生や再犯防止に強い関心を持っている」としている。 

　また対象事件の起訴は二十日現在、千八百八十一件。既に判決が言い渡された事件も含め、今年七月までにほぼ半分の九百三十四件が審理を終える見通し。 

　一方、強姦（ごうかん）致傷事件の判決について最高裁による裁判員裁判の三月末までの集計（二十七件）と、二〇〇八年四月以降の裁判官だけの裁判の集計（百九十三件）を比べると、裁判官だけの判決で最も多いのは「懲役三年超五年以下」（七十一件）だが、裁判員裁判は「懲役五年超七年以下」（七件）が多く、厳罰化していることをうかがわせる。さいたま地裁で十九日、懲役七年の求刑を上回る懲役八年の判決となった事件も強制わいせつ致傷だった。 

　共同通信の集計では、判決後の記者会見に参加したのは、裁判員・補充裁判員経験者計二千二百七十二人。会見参加率の推移を見ると、裁判員裁判が二件しかなかった昨年八月は１００％だったが、徐々に低下し、今月は４２％となっている。また経験者全員が参加した会見が約八十件ある一方、参加者が一人もおらず、会見が開かれなかった裁判も約四十件（千葉地裁十一件、大阪、さいたま、名古屋、大津地裁各三件など）あった。

最高裁の統計では、裁判員制度導入前の二〇〇八年度、刑事裁判の控訴審判決は一審破棄が１６・２％を占めた。一方、裁判員裁判の控訴審判決は全国で四十例以上あるが、一審破棄は五月二十六日の東京高裁判決だけ。ほかはいずれも被告側の控訴を棄却している。 

　東京高裁のケースは、強盗強姦（ごうかん）などの罪に問われ、一審が懲役十三年（求刑懲役十六年）とした男（２４）に対し、一審判決後の示談成立を考慮し、懲役十二年に改めた。 

　だが、裁判員らが出した結論に対して、異を唱えたわけではない。 

　判決理由で中山隆夫裁判長は一審の判断を「その時点では相当」と評価。「一審判決後の示談をただちに被告に有利な事情とするのは、裁判員制度の一審中心主義の要請に背きかねない」と判示した。裁判員裁判が出した判決の破棄は、あくまで特例にすぎないという“ただし書き”だ。

